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問題提起

・ シンポジウムの企画はJILPTの雇用戦略
研究会の一つのプロジェクト

・ 中長期的（たとえば2020年）に日本は技術
大国の地位を確保できるか

・ 二つの側面：

① アジアの中での技術競争

② 日本の教育・職業訓練政策の問題点
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①アジア内での日本の地位

・ 発展中のアジアは三極の一つ（アメリカ・

EU・アジア）

・ 日本と近隣アジア諸国との相対的関係に大

きな変化（1990－2005－2020）
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１）成長率とGDP （1980－2003）
GDP年平均成長率（％）

1.52.3ドイツ

3.33.6アメリカ

3.77.6タイ

6.36.7シンガポール

5.95.7インド

9.610.3中国

5.59.0韓国

1.23.9日本

1990-20031980-1990

World Bank, World Development Indicators (2005)
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２）成長率とGDP （1990－2004）

アジア4カ国の相対的な変化

名目ＧＤＰ（1990）

（億ドル）

日本

韓国

中国

インド

名目ＧＤＰ（2004）

（億ドル）

日本

韓国

中国

インド

出所：内閣府「海外経済データ」（平成7年10月・平成18年1月）
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〈中国〉

・ 開放政策 1978年から
・ しかし本格的に外資導入/経済の拡大は1990年代の
中葉以降

・ 労働集約型の世界の工場から次第に産業の高度化

（2000年以降）
⇒ 教育への投資（とくに高等教育への投資）

世界第4位の大国へ（2005年）
アメリカ・日本・ドイツ・中国

（近い将来 ⇒ 世界第2位の経済大国へ）
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〈韓国〉

・ 経済発展の出発： 1960年代
・ 民主化改革： 1987年
・ 猛烈なスピードのキャッチアップ

・ 巨大グループ（サムスン・LG・Hyundai・Posco)

⇒ 目指す技術大国： IT産業など
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〈インド〉

・ 4000年の歴史
・ 長い間の貧困と停滞（19世紀以降）
・ ソ連型の経済発展を目指す

・ 1990年代に経済改革
・ 高度成長の軌道へ

IT産業など競争力のある先端技術
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〈アジアと日本〉

・ 近隣アジア諸国のHi-tech産業へのドライブ
・ 国家戦略としての人材育成（エリート大学への

重点投資、理系エンジニア、研究者の養成）

・ 職業訓練の強化（シンガポール）、

国際移動（インド・シンガポール）

・ グローバル企業への成長（サムソン、LG、
Hyundai、Tata、Lenovo…）



10

②日本の教育・職業訓練政策の
問題点

〈教育の質の低下〉

・ 大卒・無業者

・ 理系離れ

・ 私大（文系の乱立）

（教育投資の貧困／平等主義の文科省）
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〈日本の教育・職業訓練政策の問題点〉

学校教育の対GDP比



12

〈日本の教育・職業訓練政策の問題点〉

理系離れ：

出所：文部科学省「科学技術白書」（平成17年版）



13

〈職業教育の貧困（OECD Employment Outlook)〉

・ 企業内訓練に任せてきた

・ 1990年の長期不況の影響
① 新規採用の制限と非典型雇用の増大

② 教育・研修（OJTを含めて）の縮小
③ 少数のエリートの選抜（成果主義など）
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〈労働市場プログラムへの支出〉

0.53 0.37 0.05 アメリカ

2.51 1.22 0.37 スウェーデン

3.89 2.43 0.60 オランダ

0.89 0.37 0.14 イギリス

2.85 1.67 0.31 フランス

3.46 2.27 0.40 ドイツ

0.36 0.19 0.06 韓国

0.79 0.46 0.04 日本

合計所得補償職業訓練

2004年または2003年（ＧＤＰに占める割合％）

資料出所：ＯＥＣＤ Employment Outlook 2005年.
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〈労働市場の流動化〉

・ 企業論理の流動化

・ 生涯教育・訓練はなし

・ 正社員・非正社員の教育訓練格差
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〈結論〉

アジアの成長国から学ぶ課題

① 教育・訓練指導型の成長

② 日本の教育・訓練政策の再構築

-個人の視点（企業任せは通用しない）

-訓練機会の増大への工夫を（費用/生涯教育）

少子化／高齢化時代に知識レベルの向上

（質の向上）は今後の重要な課題
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